
センターの理念 
  高齢者の心と体の自立を促進し、健康長寿社会の構築に貢献する。 

独立行政法人国立長寿医療研究センター 

社会的 
自立を 
妨げる要因 
 

長期 
入院医療 

基礎研究 
 
老年学センター 
在宅医療研究部 

臨床研究・技術開発 
 
 在宅支援病棟を核 
  地域在宅医療ネット 
  ワークの構築 

政策提言 
 
提言機関 
在宅医療推進会議 
を運営し 
意見を集約し、 
 「居宅等医療」の 
地域医療計画 
への提言  

在宅医療を推進する 
支援病棟システムの確立 

在宅復帰率８９％ 
在宅死３３％（愛知平均３倍） 

在宅医療連携拠点 
要素の提言  

１ 情報収集 
   患者ニーズ・動向 
       連絡・連携体制、情報共有体制 
         来院手段、介助の必要性指標 
   結果指標（看取り率、在宅死亡等） 
２ 機能の明確化及び圏域設定 
   ２４時間３６５日の対応 
         様々な供給主体が協力 
         全関係団体の参画により検討。  
３ 円滑な連携、教育研修（人材育成） 
    
４ 数値目標と評価 
   再入院率 
   在宅死亡、看取り率 
   における在宅期間等 

研修、啓発 
 
 医家めぐり 
 在宅医療推進 
 のための会 
 
 在宅医療 
  フォーラム 
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被災地など、地域の実情に応じた 
的確な在宅医療供給体制の構築方法（研究Ⅱ） 

Miyagi 

Aichi 

(長寿） 

Iwate 

Tokyo 

N 

Sea of Japan Fukushima 

Hiroshima 
Chiba 

在宅医療を推進するための 
連携拠点の具備すべき 
要素の網羅と体系化 (研究Ⅲ) 

在宅医療そのものの 
課題について 
の客観的評価 研究Ⅰ 

ストラクチャー指標 
プロセス指標 
アウトカム指標 
生存率 
QOL 

在宅医療を推進する 
教育方法の確立 
研修システムの策定 
研究Ⅳ 

Tochigi 在宅医療連
携拠点質の
評価と介入
（大島班） 

多職種連携 

テキスト作成
班（鳥羽班） 

教育研修 
事業（長寿） 

在宅医療推進の研究体制基盤整備 
在宅医療（三浦班） 
病院在宅連携医療部 老年学ｾﾝﾀｰ 

在宅医療研究部 
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国立長寿医療研究センターの要望事項 

 研究開発型独立行政法人である当センターは、高度先駆的医療の開発及び標準医療の確
立のため、臨床を指向した研究を推進し、優れた研究・開発成果を継続的に生み出していくこ
とが必要である。 

 
○総人件費の削減義務の廃止 
 ・ 総人件費の削減については、事務職員の削減や外来診療部門への非常勤看護師の配置、夜勤専門看護師の配置など実態に見合っ 
  た職員配置としている。 
 ・ その一方で、研究推進のための職員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤務医の負担軽減のための 
  職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置など必要な措置を行うためにも人材の確保は必要不可欠である。 
 ・ よって、それらの事業・性質に応じた人材の確保が行えない、一律の人件費削減は廃止すべきである。 
  

○情報部門の確立 
 ・ 現代のような情報社会においては、情報を一元的に扱う組織が必要である。特にＮＣのように病院の患者情報、研究のデータベース、 
  新しい研究情報の取得と交換、国民への情報提供等々、どれが欠けてもセンターの使命に甚大な影響がある。 
 ・ 当センターの情報部門が組織として確立し、機能を充実強化するためにも人、もの、金について、柔軟な対応が必要である。 
  

○目的積立金の認定基準の緩和 
 ・ 独立行政法人の経営努力による積立金は、国庫に返納することが原則とされ、目的積立金として繰り越して事業に充当することは非常 
  に厳しく、承認されることは稀である。 
 ・ 職員のモチベーションを上げるためにも、経営努力の成果を次期事業に充当することが必要である。 
 ・ 当センターは、建物の老朽化が著しく、患者満足度の低下を防ぐためにも全面建替が急務であり、その資金を確保するための目的積立 
  金としての繰り越しする認定基準の緩和が必要である。 
  

○センター建替整備（案） 
 ・ 当センターの病院部門は、築４５年を越え、空調などの設備の老朽化による冷暖房設備の故障等による患者への影響が絶えない状況 
  にある。また、耐震性能も不十分であり、病室や各診療部門等の配置や狭隘のため、大変使いにくい構造となっている。 
 ・ これらの問題点を解決し、更に診療機能等の強化を図るためにも、早期の建替が必要である。そのための財源確保に総長、院長をはじ 
  め職員一同が経営努力を行っているが、国からのバックアップが必要である。 
 

要 望 
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